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地盤関連情報データベースを活用した地盤増幅率に関する基礎的検討 (その2)
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1.はじめに

近年､地震動予測のための表層地盤の増幅特性の評

価が重要視 されているO しかしながら表層地盤の特性

は極めて地域性に依存する｡最近では地形 ･地質情報

に基づいた微地形区分に対応 した評価方法が普及 して

いるが､その一般性については地域で詳細に検討 して

おく必要があると指摘されている｡

本研究は GIS地盤関連情報データベースを活用し､

微地形区分に依存する表層地盤の平均S波速度から経

験式によって算出された地盤増幅率と成層地盤地震応

答解析プログラム "k-SHAKE"を使用し､ボー リング

データを用いて算出した伝達関数から得 られる地盤増

幅率を比較検討することにより､地盤の増幅特性の評

価方法の妥当性について検討 したoなお､地域性を考

慮 して対象地域は横浜市域を対象とした｡

2.徹地形区分による地盤増幅率

微地形区分による地盤増幅率 (GR2と記す)は文献

1)2)の手法により､地形分類図､表層地質図､標高及

び流路データから微地形区分図を作成 し､この微地形

区分から地盤増幅率を統計的に評価 し算出した値であ

る｡詳細は､ここで算定した方法の詳細は文献 3)～9)

に既に報告した結果によったO
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EgH 横浜市の徴地形区分とボーリ ン グ デ ー タ の 位 置 図

3.ポーリングデータによる伝達関数の算定

3-1解析に利用したポ-リングデータの選定

本研究で使用 した横浜市内約 3000本のボー リングデ

ータは､横浜市環境創造局の HP上に公開されている

資料で､その中から工学的基盤 と認められる固結シル

ト層または砂質泥岩層が存在するデータとし､存在 し

ない場合はN値≧50の地層が存在するデータを選定し

た｡それ以外の場合はデータとして採用 しないことと

したGその結果採用したデータは約 2000本であったO

図 1に横浜市の微地形区分図とポー リングデータの位

置を示す｡

3-2平均S波速度 (AVS出)の算定
選定したボー リングデータのN値より､工学的基盤上

の表層地盤中の各層厚でのS波速度を式(1)で算定 し､

各層厚の重み付け平均により表層地盤の平均 S波速度

(AVSH) の式 (2)により算定 したC ここで求めた

AVSH を用いて "k-SHAKE"により地盤増幅率の計算

を行った｡

V貯a･Nb --- ････(1)

vs:s波速度 (m/S)

N :N値 (層ごとの平均N値)

a:土質係数 1(粘こし111.30,珍:94.38,磯:123-05)

b:土質係数2(粘土:0.3020,砂:0.3144,榛 .0,2443)
■

AVSfr=∑ Vsk･dk /rl--･(2)
k･El

AvsH :表素地盤の平均s波速度 (m/S)

dk:k層の層厚 (m)

Vsk:k層の波速度 (m/S)

n:層の数

H:表層地盤の深さ(孤)

3-3簡易な2層構造モデルの設定

ボー リングデータを用いて地盤増幅率を算定するにあ

たって､成層地盤地震応答解析プログラム "k-SHAKE"

を使用 した｡ボーリングデータの本数が多いことと横浜

市域の地盤の地域性を考慮して､地盤構造は簡易な2層

構造モデルに置換し解析することとしたOモデルの設定

については､各層の設定値を表 1に示ようにモデル化 し､

表層軟弱地盤のS波速度は上述したように式(2)から算定

される平均 s波速度 (Avsn) の債を用いた｡
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表 1 簡易な 2屠練達モデルの設定

単位体謙重量 s波速度 減衰定数

(i/m') (∩/S) (%)

軟弱地盤 1.7 (2)式により算出 10

34 伝達関数の算定結果

図 2,図 3は､一例 として徴地形区分 ｢デルタ ･後

背湿地 (D≦0.5km)｣に属するボー リングデータ (7

本)の 2層構造モデル に置換 した表層地盤の層構造

(図 2) と算定 された伝達関数 (図 2)の結果を重ね

て示 した図であるO図に示 したように同じ微地形区分

に属する地盤でも表層地盤の地盤構造 と伝達関数 にバ

ラツキが生 じていることがわかる.
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図2 地盤の S渡輯造 園3 伝達関数

4.徹地形区分による地盤増幅率の変化

ここでは伝達関数の最大値により地盤増幅率 (tfGR2

と記す)を算定 した｡選定 した各ボー リングデータの

緯度経度か ら､ どの微地形区分に属するのかを判定 し､

微地形区分毎に整理 して地盤増幅率の変化について検

討 した｡結果を図4(a),Cb)に示す｡図(a)は算定に用い

たボー リングデータ全体の変化示 した図であ り､図Cb)

は平均値 と±標準偏差により示 した図である｡
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(a)全体の変化 O')平均値の変化
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図4 徴地形区分による地盤増幅率の変化

横浜市域は､地盤改変が進み明確な微地形区分の判

定が困難な地域 も存在 し図(a)に示す ようにバラツキが

大きいが､図(ら)より地盤増幅率の平均値は 2-3倍程

度を示す結果となったO

5.職 塵
図 5は､微地形区分か ら算定される地盤増幅率 (GR2)

と伝達関数か ら算定 される地盤増幅率 (ぱGR2)を比較

した結果ある｡両者は相関性を示すものの余 り良好に

さま対応せず ､微地形 区分か ら算出 され る地盤増幅率

(GR2) よ り伝 達 関数 か ら算 出 され る地盤 増 幅率

(tp R2)の方がやや大きい健 を示 したO これは前者が

経験式から算出された値であ り､後者 は地盤構造モデ

ルを用いて弾性波動伝播の理論式により算出された確

であることの相違が大きいと考えられるが､今後は地

盤構造の設定､S波速度の評価方法や地盤のひずみ依

存性の影響などの更なる検討が必要であると考えられ

る｡
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囲5 徹地形区分 と伝達関数による地盤増幅率の比較

6.まとめ

本研究では横浜市を対象に 2種類の異なる算出方法

による地盤増幅率の比較検討 を行ったO両者の方法に

よる地盤増幅率の評価値は相関性 を示すもののバラつ

きは大きくなったO同一の微地形区分であっても地盤

構造の相違が大きいものと考えられ る｡微地形 区分の

精度､地盤構造の設定や地盤の物理的な定数の設定に

ついて更なる検討が必要と考えるo
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